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〔特集：都市研究の最前線〕 
 

救急医療における地理情報の活用 
木村義成（都市科学・防災研究センター兼任研究員／文学研究科准教授） 

 

 
1．はじめに 
“都市研究の最前線”の特集号にあたり私が現在取
り組んでいる研究を紹介したい。私は仕事柄、様々な
分野の方とお会いするが、自身の専門を紹介する際
には「地理情報科学（Geographic Information 
Sciences）」の専門家である旨を語っている。所謂、
GIS（Geographic Information System）は、私が所
属する地理学以外にも、土木・建築学、林学など多岐
に渡る分野において研究ツールとして利用されてい
るが、この場合のGIS は各分野における「ツール」
の一部として捉えられている。 
一方、「地理情報科学」としてのGISは、「ツール」
としてのGIS は勿論のこと、地理情報そのものを研
究対象としている。国勢調査をはじめとする公的資
料のみならず、近年では携帯会社が取得する位置情
報をはじめ膨大な量の地理情報が蓄積されており、
これらの情報をどのように有効活用するか多様な分
野において検討されている。「地理情報科学」は、様々
な研究課題や社会的課題に対して、地理情報をどの
ように分析し、どのように解釈し、さらに、地理情報
が社会に与えうる影響を検討する点において、地理
情報が主体となる学問領域と言える。 
前述のとおり、GISは多様な分野において利用され
ているが、私は特に保健医療分野において「地理情報
科学」の立場から研究に取り組んでいる。その一例と
して、インフルエンザの流行分析（Kimura Y, et al. 
2011）や福島第一原発事故後の対応（Nagata T, et 
al. 2012）などに取り組んできたが、本稿では、救急
医療において地理情報がどのように活用されるかに
ついて紹介する。 
 
2．なぜ救急医療において地理情報が必要なのか？ 
一見すると、医療と地理情報は接点がなさそうな

分野に思えるかもしれない。しかしながら、ジョン・
スノー医師が作成したコレラ患者の地図が代表的な
例として挙げられるように、医療の中でも特に感染
症対策においては、古くから地図が利用されてきた。
感染症対策では、感染者の分布と感染源として疑わ
れる要因との近接性から分析が行われてきた。この
アプローチは現代においても有効であり、私は口蹄
疫のリスク要因を獣医学の専門家と共に研究したこ
ともある（Hayama Y, et al. 2015）。 
感染症対策に加えて、近年では救急医療において
も地理情報の活用が進みつつある。では、なぜ救急医
療において地理情報が必要なのか。救急医療におい
て最も重要なことは、できるだけ早く傷病者に対し
て処置を施すことである。したがって、いかに早く救
急車を傷病者のもとに到着させ、医療機関に搬送す
るかが検討されてきた。さらに、救急車を運用してい
る消防組織は傷病者に関する詳細な位置情報や時間
情報を逐次収集しており、それらの詳細な情報を用
いて、時空間的な分析が容易に行える点が特徴であ
る。したがって、救急医療施策において、時空間的な
観点から救急隊の配置計画を検討することが可能で
ある。 
公共施設の配置を検討する際には、立地配分モデ
ルが利用されてきた。例えば、p-median法は代表的
な立地配分モデルであり、全住民の総移動距離を最
小化する p 個の施設の配置地点を検討する目的で考
案されたものである。この考え方を逆に捉えて、傷病
者への移動時間や距離が大きい救急隊や地区を明ら
かにすることで、救急隊の増隊を検討することがで
きる。本稿では、堺市消防局との共同研究を例に、救
急医療における地理情報の活用を救急隊増隊の観点
から説明する。 
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3．救急医療における地理情報の活用̶堺市消防局と
の共同研究を例に  ̶
高齢化社会の進展により救急需要が増加すること
が見込まれる中、より効率的な救急業務の遂行や需
要に応じた救急隊の増隊が望まれている。このよう
な背景のもと 2019 年度に救急振興財団からの受託
研究として、将来の救急需要を考慮した救急隊の配
置を検討する機会を得た。本研究では、堺市消防局が
管理する救急搬送記録を用いて、覚知数（119番通報
数）や現場到着時間を地図上で可視化し、立地配分モ
デルを適用した上で、将来における救急隊の増隊に
ついて検討を行った（木村ほか 2020）。 
本研究では、国土技術政策総合研究所から公開さ
れている将来人口・世帯予測ツールを使用し、堺市消
防局の救急搬送記録を分析することにより、2025年
度、および2030年度以降の覚知数を推定した。具体
的には、年齢階層別の覚知率（年齢階級別人口に対す
る119番通報の比率）と不搬送率（119番通報数に
対して医療機関に搬送されなかった比率）を過去の
救急記録から算出し、これらの比率と町丁別の将来
人口の予想値を乗じることによって、将来における
覚知数を推定した。さらに、2025年度における覚知
数の推定値をもとに立地配分モデルを適用し、現場
到着時間と救急隊の負荷量の観点から将来的に増隊
が推奨される救急隊を求めた。 
本研究の結果、堺市消防局管轄内では2025年度に
救急需要が最大となり、その数は約69,000件である
ことが判明した。また、地区別の人口構成によって覚
知数の増減が大きく異なり、高齢化が進むと予想さ
れる堺市の旧市街地においては、2015 年度から 10
年間で救急需要が 50%以上増加する一方、一部のニ
ュータウンにおいては救急需要が減少することが明
らかになった。この推定結果をもとに立地配分モデ
ルによって、将来的に増隊を検討するべき救急隊を
提示することができた。現在、堺市消防局は本研究で
明らかになったことを参考にしながら、将来におけ
る救急隊の配置計画を策定している。 
 
4．おわりに 
本稿では堺市消防局との共同研究を例に「地理情
報科学」の専門家として取り組んできた研究を紹介

した。2020年に発生した新型コロナ感染症は救急搬
送困難をはじめとする社会問題を引き起こした。今
後も、より良い救急医療に向けて「地理情報科学」の
視点から微力ながら貢献できれば幸いである。また、
「地理情報科学」に関心を持たれた方は参考文献を
一読頂けると幸いである。 
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